宮崎市介護予防グループ支援事業実施等要綱

第１章　総則

（目的）

第１条　この要綱は、一般介護予防事業（介護保険法（平成９年法律第１２３号）第１１５条の４５第１項第２号に掲げる事業をいう。）として、高齢者団体の主体的な介護予防に関する取組を支援し、地域における介護予防活動の活性化を図り、要支援・要介護の状態になることを防ぐことを目的に実施する宮崎市介護予防グループ支援事業について必要な事項を定めることとする。

（定義）

第２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

（１）介護予防活動とは、要支援・要介護状態になることを防止することを目的に高齢者が行う介護予防に関する取組のことをいう。

（２）介護予防グループ（以下、「グループ」という）とは、概ね６５歳以上の高齢者団体で、同条第１項第１号に定める介護予防の知識習得を目的に、居住地域単位で自主的に結成された団体をいう。

（３）介護予防アドバイザーとは、本要綱第２章に定められた者をいう。

（４）介護予防教室とは、次条に定めるグループＡ及びグループＢが介護予防の知識習得を目的に開催するものをいう。

（５）介護予防実践活動とは、グループＣが継続的に実施する運動等の実践的な介護予防活動のことをいう。

（介護予防グループの分類）

第３条　この要綱において、グループはその構成人員数及び活動頻度に応じて次の各号に定めるグループにそれぞれ分類するものとする。

（１）前条第１項第２号に定めるグループのうち、グループＡとは５名以上で構成された団体であり、月１回程度の活動を行い、過去に本事業の支援を受けていないグループをいう。

（２）前条第１項第２号に定めるグループのうち、グループＢとは５名以上で構成された団体であり、月１回程度の活動を行い、過去に本事業の支援を受けたことがあるグループをいう。

（３）前条第１項第２号に定めるグループのうち、グループＣとは１５名以上で構成された団体であり、かつ過去に本事業の支援を受けたことがある又は継続的な介護予防活動を行っていることが確認できるグループで、１回当たり１時間以上の活動を月２回以上継続的に実施するグループをいう。

（事業内容）

第４条　本事業において、主体的に介護予防活動を行う高齢者グループに対して、市が支援する内容は次の各号に掲げるものとする。

（１）介護予防アドバイザーに関すること

（２）介護予防教室に関すること

（３）介護予防実践活動に関すること

（事業の委託）

第５条　市は、前条第１項第１号に係る業務を地域包括支援センターに委託することができる。
第２章　介護予防アドバイザー

（介護予防アドバイザーの設置と役割）

第６条　市は、介護予防の普及啓発活動及び高齢者グループの主体的な介護予防活動への支援を行う人材として、介護予防アドバイザー（以下、「アドバイザー」という）の養成及び育成を行うものとする。

２　アドバイザーは、前項に規定する養成を受けたもののうち市長より委嘱を受けた者、及び地域包括支援センターからの推薦により市長から委嘱を受けた者とする。

３　アドバイザーは、居住する圏域を担当している地域包括支援センターからの依頼により、介護予防の普及啓発活動及び高齢者グループの主体的な介護予防活動を、次の各号のとおり支援するものとする。

（１）グループの新規立ち上げに関すること

（２）グループが介護予防活動を計画する際に助言を行うこと

（３）グループの運営を支援すること

（４）介護予防の普及啓発に関すること

（５）その他、高齢者が関わる介護予防につながる活動のすべて

（アドバイザーの委嘱期間）

第７条　アドバイザーの委嘱期間は２年とする。ただし、市長が必要と認めるときは委嘱期間を延長又は短縮することができるものとする。

２　市長は、アドバイザーが次の各号に掲げるいずれかに該当するときは、委嘱期間にかかわらずアドバイザーの資格を取り消すことができるものとする。

（１）アドバイザーから辞退の申し出があったとき

（２）心身の疾病等により、職務を遂行することができないとき

（３）その他市長が不適当と認めたとき

（アドバイザーの養成）

第８条　市は、アドバイザーの養成を行うものとする。

（アドバイザーの育成）

第９条　市は、アドバイザーの資質向上を目的として年１回以上の研修会を実施するものとする。

（アドバイザーの活動範囲）

第１０条　アドバイザーは、原則として、アドバイザーの居住する圏域を担当している地域包括支援センターの担当圏域内で活動するものとする。

２　地域包括支援センターの担当圏域内に居住するアドバイザーの人数が不足する場合、当該地域包括支援センターは別の圏域内に居住するアドバイザーに活動を依頼できるものとする。

３　前項の規定によりアドバイザーが居住地区外で活動する際は、地域包括支援センター間で調整のうえ、派遣依頼のあったグループの活動圏域を担当する地域包括支援センターがアドバイザーに依頼を行うものとする。

（アドバイザーの活動に関する報告）

第１１条　第６条に掲げた活動を行ったアドバイザーは、３箇月間の活動内容について、介護予防アドバイザー実績報告書（様式第１号）を、７月、１０月、１月、４月の各月１５日までに、居住する圏域を担当している地域包括支援センターへ提出するものとする。なお、前条第３項に規定する活動の場合、活動をした圏域を担当する地域包括支援センターへ介護予防アドバイザー実績報告書を提出するものとする。

２　地域包括支援センターは、アドバイザーから介護予防アドバイザー実績報告書が提出されたときは、依頼内容との整合を確認したうえで速やかに市長に提出するものとする。

（アドバイザーの活動に対する報酬）

第１２条　市長は、介護予防アドバイザー実績報告書に基づいて、報酬を支払うものとする。

２　前項に規定する報酬は、１回あたり１，５００円とし、予算の範囲で上限を定めるものとする。

第３章　介護予防教室
（介護予防教室の開催）

第１３条　介護予防教室（以下、「教室」という）の開催は、グループが主催するものとし、次の各号に掲げる役割を含む、開催・運営等の役割の全てをグループが担うものとする。

（１）会場の確保や使用料の負担に関すること

（２）参加者への呼びかけや教室の運営に関すること

（３）講師の推薦及び派遣依頼に関すること

（実施方法）

第１４条　グループは教室を開催するにあたり、次の各号に掲げる手続きを行うことによって市に登録することができる。

（１）グループは、当該年度における初回時に介護予防教室実施団体登録票（様式第２号）を市長に提出する。
（２）グループは、当該年度の実施計画に基づき、介護予防教室実施計画書（様式第３号）を市長に提出する。

（３）グループは、教室の開催が終了したときは、介護予防教室実施報告書（様式第４号）を市長に提出する。

（４）グループは、介護予防教室実施計画書に変更があった場合は、速やかに市に報告する。
２　地域包括支援センターは、前項各号に定める提出書類について受付けることができるものとし、受付後は速やかに原本を市に提出するものとする。

（教室への支援）

第１５条　市は、教室への支援として、グループが開催する教室に講師を派遣する。

２　市が派遣する基準は、別表１に定める。

３　市が負担する費用は、教室開催１回あたり講師１名分とする。ただし、実技指導に当たり参加者が２５名を超え補助者を必要とする場合は講師２名分を上限とする。

４　前項に定める補助者の区分の取扱については、別表１の資格職Ⅰ又はⅡに定める有資格者であっても、一般Ⅰを適用するものとする。

５　同条第１項に定める有償講師を活用したグループは、教室の開催後速やかに、介護予防教室（有償講師）実施報告書（様式第５号）を市長に提出しなければならない。

第４章　介護予防実践活動

（介護予防実践活動の実施）

第１６条　介護予防実践活動（以下、「実践活動」という）の実施は、グループが主催するものとし、次の各号に掲げる役割を含む、開催・運営等の役割の全てをグループが担うものとする。
（１）会場の確保や使用料の負担に関すること

（２）参加者への呼びかけや実践活動の実施に関すること

（３）グループの運営に関すること

（４）講師等の依頼に関すること

（５）その他、実践活動の実施において必要な物品等の調達に関すること

（介護予防実践活動への補助）

第１７条　市は、実践活動に取り組むグループに対し、予算の範囲内において、本要綱第２０条に定める費用のうち、全部又は一部に宮崎市グループ支援事業介護予防実践活動支援補助金（以下、「補助金」という）を交付することができる。

２　補助金の交付については、宮崎市補助金等交付規則（昭和５０年規則第１９号）に定めるもののほか、本要綱に必要な事項を定めるものとする。

（補助対象）

第１８条　補助金の補助対象は、本要綱第３条第１項第３号に定めるグループであり、次の各号全てに該当するグループとする。

（１）市が指定する体力測定を実施すること

（２）補助対象年度内において４箇月に１回、専門職による口腔又は栄養に関する講座を開催するものとし、いずれの講座についても１回以上実施できること

（３）グループに属する会員個人の国民健康保険又は後期高齢者医療制度の医療費及び介護保険の認定状況・介護保険サービス利用時の費用について、市が閲覧することに関して会員全員の同意が得られていること

（４）補助金の補助対象となる実践活動について補助対象年度末まで継続して実施できること

２　この補助金の交付を受けるグループに属する会員は、同補助金の交付を受ける他のグループに重複して参加できないものとする。

３　この補助金の交付を受けるグループは、本要綱第１５条に規定する有償講師の活用に対する支援について、同一年度内に併用して受けることはできないものとする。

（補助対象経費）

第１９条　補助の対象となる経費は、会員のうち８割以上が参加した実施日における経費のうち次に掲げる費用とし、第２号に定める器具等の賃借料のみの申請は対象外とする。

（１）実践活動を実施するための外部講師への謝礼金としての報償費

（２）実践活動を実施するために必要な器具等の賃借料

（補助金の額、補助対象活動及び期間）

第２０条　補助金の額は、予算の範囲内において別表２を上限に交付するものとする。
２　補助の対象となる実践活動は、ひと月当たり３回を回数の上限とし、４箇月に１回実施する口腔若しくは栄養の講座についてはこの上限から除くものとする。

３　補助対象期間は、最大３箇年度とする。

（交付申請）

第２１条　グループが補助金の交付申請をしようとするときは、宮崎市グループ支援事業介護予防実践活動支援補助金交付申請書（様式第６号）に次の各号に掲げる書類を添え、市長に提出するものとする。

（１）事業計画書（様式第７号）

（２）収支予算書（様式第８号）

（３）介護予防グループ名簿兼同意書（様式第９号）

（４）介護予防実践活動実施内容説明書（様式第１０号）

（５）その他市長が必要と認めるもの

２　前項に定める交付申請時の書類のうち、第３号に定める介護予防グループ名簿兼同意書（様式第９号）については、次条の交付決定通知後において記載内容に変更がある度、速やかに市長に提出するものとする。

（交付決定及び通知）

第２２条　市長は、前条の規定による申請があったときは、補助金の交付の適否、補助金の額及び付すべき条件について決定するものとする。

２　市長は、補助金の交付を決定したときは、宮崎市グループ支援事業介護予防実践活動支援補助金交付決定通知書（様式第１１号）により申請者に通知するものとする。
（交付方法）

第２３条　補助金の交付は、原則として概算払いとする。

（交付の取消及び補助金の返還）

第２４条　市長は、この補助金を受けるグループが交付決定の際に付した条件に違反した場合又は不正の手段により補助金の交付決定を受けた場合は交付決定を取消すものとする。

２　市長は、補助金の交付決定を取消すときは、宮崎市グループ支援事業介護予防実践活動支援補助金交付決定取消通知書（様式第１２号）により申請者に通知するものとする。

３　市長は、第１項又は第２項の規定により補助金の交付決定を取消したときは、既に交付した補助金の全部又は一部を返還させることができる。
（実績報告）

第２５条　この補助金を受けるグループは、補助事業が完了したときは、その日から起算して３０日を経過する日までに、宮崎市グループ支援事業介護予防実践活動支援補助金実績報告書（様式第１３号）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。

（１）事業実施報告書（様式第１４号）

（２）収支決算（見込）書（様式第１５号）
（３）介護予防グループ名簿兼同意書（様式第１６号）

（４）介護予防グループ出欠簿（様式第１７号）

（交付確定及び通知）

第２６条　市長は、前条の規定による実績報告を受けた場合は、その内容を審査し、適当と認めるときは、宮崎市グループ支援事業介護予防実践活動支援補助金交付確定通知書（様式第１８号）により申請者に通知するものとする。
（補助金の流用の禁止）

第２７条　補助金を自治会活動及び公民館活動等他事業の経費の一部として使用することはできないものとする。
第５章　市の役割

（市の役割）

第２８条　市は、新規グループが結成されるよう、また既存グループの活動が継続・活性化するよう支援するものとし、次の各号に定める役割を担うものとする。
（１）地域包括支援センターが本要綱に定められた業務を遂行する際の助言

（２）第５条に定める委託料の支払いに関すること

（３）アドバイザーの養成及び育成に関すること
（４）第１２条に定めるアドバイザーの報酬の支払いに関すること
（５）第１５条に定める介護予防教室への支援に関すること
（６）第１７条に定める補助金の交付に関すること
（７）その他市長が認めたもの

（委任）

第２９条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項については、市長が別に定める。

附　則

（施行期日）

１　この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。

　　この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。

　　この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。

（経過措置）

２　この要綱の施行の際、現にある旧様式による用紙については、当分の間、これを使用することができる。
別表１
	区分
	
	講師摘要
	金額
	５名～９名
	１０名以上

	資格職
	Ⅰ
	医師、歯科医師、司法書士、大学教授
	１０，０００円
	上限金額／年

１５，０００円

上限回数／年

４回
	上限金額／年

３０，０００円

上限回数／年

８回

	
	Ⅱ
	薬剤師、管理栄養士、栄養士、歯科衛生士、保健師、看護師、理学療法士、作業療法士、健康運動指導士、社会福祉士、介護支援専門員、福祉レクリエーションワーカー
	５，０００円
	
	

	一般
	Ⅰ
	レクリエーションインストラクター、（財）日本体育協会認定資格者、音楽療法士、その他市長が認めた者
	３，０００円
	
	


別表２
	運動
	口腔・栄養

	（１）報償費
	（２）器具等の賃借料
	（１）報償費

	３，０００円／回
	７，０００円／回
	５，０００円／回


様式第１号（第１１条関係）　　

宮　　　崎　　　市　　　長　　　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

介護予防アドバイザー活動実績報告書（　　　　年　　　月　～　　　月分）

介護予防アドバイザー

	№
	期日
	曜
	時　間
	訪　問　団　体　名
	
	会　場
	介護予防活動内容
	

	
	
	
	
	
	種別
	
	
	種別

	１
	/
	
	～
	
	
	
	
	

	２
	/
	
	～
	
	
	
	
	

	３
	/
	
	～
	
	
	
	
	

	４
	/
	
	～
	
	
	
	
	

	５
	/
	
	～
	
	
	
	
	

	６
	/
	
	～
	
	
	
	
	

	７
	/
	
	～
	
	
	
	
	

	８
	/
	
	～
	
	
	
	
	

	９
	/
	
	～
	
	
	
	
	

	10
	/
	
	～
	
	
	
	
	


　　　　　　　　　　　　　氏　　　名　　　　　　　　　　　　

※団体種別欄は「教(介護予防教室)」「ク(老人クラブ)」「サ(サロン)」「食(ふれあい会食会）」「健(健康運動教室）」「他(その他、サークル等）」を紀入

※介護予防活動内容はどのようなことを行なったか明確に記入し、介護活動内容種別欄は「運（運営支援等）」「普（普及啓発）」「講（講師）」を記入

※欄が不足する場合は、別の用紙を使用すること（管理者は２枚目以降も証明すること）。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　上記活動内容に相違ないことを証明する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　　　　　　）地域包括支援センター　管理者氏名　　　　　　　　　　　印

様式第２号（第１４条関係）
介護予防教室実施団体登録票
宮　崎　市　長　　殿

登録日　　　　　年　　　月　　　日

	団体名
	

	代表者の氏名
	

	代表者の住所
	

	代表者の連絡先（電話番号）
	

	団体の登録人数
	

	団体の活動場所（拠点）
	

	連絡担当者の氏名

※代表者と異なる場合記入
	

	連絡担当者の電話番号

※代表者と異なる場合記入
	

	団体の母体

※ある場合記入
	

	地域包括支援センター名
	

	備考
	


ここに記載された情報については、介護予防事業以外に用いることはありません。

介護予防事業が円滑に行なえるよう、本登録票の提出をもって地域包括支援センターが宮崎市にこの情報を提供することをご了承ください。

様式第３号（第１４条関係）
　　　年度　介護予防教室実施計画書
年　　月　　日

　宮　崎　市　長　　殿

団体名
代表者名

本団体では、次のとおり介護予防教室を計画しておりますので、本計画書を提出します。

	月
	日
	会場
	内容
	講師の有・無
	講師名及び

依頼先
	参加予定人数

	
	
	
	講義・実技
	有・無
	
	人

	
	
	
	講義・実技
	有・無
	
	人

	
	
	
	講義・実技
	有・無
	
	人

	
	
	
	講義・実技
	有・無
	
	人

	
	
	
	講義・実技
	有・無
	
	人

	
	
	
	講義・実技
	有・無
	
	人

	
	
	
	講義・実技
	有・無
	
	人

	
	
	
	講義・実技
	有・無
	
	人

	
	
	
	講義・実技
	有・無
	
	人

	
	
	
	講義・実技
	有・無
	
	人

	
	
	
	講義・実技
	有・無
	
	人

	
	
	
	講義・実技
	有・無
	
	人


様式第４号（第１４条関係）

　　　　介護予防教室実施報告書
　　　　年　　　月　　　日

　宮　崎　市　長　　殿

団体名
代表者名

本団体は、次のとおり介護予防教室を実施したので報告します。

	月
	日
	会場
	内容
	講師の有・無
	講師名及び

依頼先
	参加人数

	
	
	
	講義・実技
	有・無
	
	人

	
	
	
	講義・実技
	有・無
	
	人

	
	
	
	講義・実技
	有・無
	
	人

	
	
	
	講義・実技
	有・無
	
	人

	
	
	
	講義・実技
	有・無
	
	人

	
	
	
	講義・実技
	有・無
	
	人

	
	
	
	講義・実技
	有・無
	
	人

	
	
	
	講義・実技
	有・無
	
	人

	
	
	
	講義・実技
	有・無
	
	人

	
	
	
	講義・実技
	有・無
	
	人

	
	
	
	講義・実技
	有・無
	
	人

	
	
	
	講義・実技
	有・無
	
	人


様式第５号（第１５条関係）

介護予防教室（有償講師）実績報告書
　　年　　月　　日

宮　崎　市　長　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 団体名
代表者名

　下記のとおり、報告をいたします。

記

	団体記入欄
	日程
	年　　　月　　日（　　）　

	
	時間
	　　　 時　　分～　　時　　分

	
	会場
	

	
	参加人数
	　　　　　　

	講師記入欄
	氏名
	
	押印またはサイン

	
	住所
	（〒　　　－　　　　　）



	
	連絡先
	

	
	所属
	

	
	資格名称
	


様式第６号（第２１条関係）
宮崎市グループ支援事業介護予防実践活動支援補助金交付申請書
年　　月　　日　

宮崎市長　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　団体名　

代表者　　　　　　　　　　　　　㊞

宮崎市グループ支援事業介護予防実践活動支援補助金の交付を受けたいので、同要綱第２１条の規定により、関係書類を添えて申請します。

記

１　交付申請額　　　　金　　　　　　　　　　　　円
２　添付書類　　　（１）事業計画書（様式第７号）

　　　　　　　　　（２）収支予算書（様式第８号）

（３）介護予防グループ名簿兼同意書（様式第９号）
（４）介護予防実践活動実施内容説明書（様式第１０号）

（５）その他市長が必要と認めるもの

様式第７号（第２１条関係）

事　業　計　画　書
（　　枚目）

	活動日
	時間
	活動種別※1
	内容
	講師氏名※2　
	参　　加

予定人数

	
	
	
	
	
	人

	
	
	
	
	
	人

	
	
	
	
	
	人

	
	
	
	
	
	人

	
	
	
	
	
	人

	
	
	
	
	
	人

	
	
	
	
	
	人

	
	
	
	
	
	人

	
	
	
	
	
	人

	
	
	
	
	
	人

	
	
	
	
	
	人

	
	
	
	
	
	人

	
	
	
	
	
	人

	
	
	
	
	
	人

	
	
	
	
	
	人

	
	
	
	
	
	人

	
	
	
	
	
	人

	
	
	
	
	
	人

	
	
	
	
	
	人

	
	
	
	
	
	人


※１　活動の種別として、運動・口腔・栄養のいずれかを記入
※２　依頼済又は依頼予定の講師名を記入
様式第８号（第２１条関係）
収　支　予　算　書
１　収入の部

	科　目
	金　額
	備　考

	補助金
	
	市補助金

	
	
	

	合　計
	
	


２　支出の部

	科　目
	金　額
	内　訳・備　考

	講師謝金
	
	

	賃借料
	
	

	合計
	
	


様式第９号（第２１条関係）

介護予防グループ名簿兼同意書
	No.
	氏名
	住所
	生年月日
	同意欄※

	
	
	
	
	する
	しない

	１
	
	
	
	□
	□

	２
	
	
	
	□
	□

	３
	
	
	
	□
	□

	４
	
	
	
	□
	□

	５
	
	
	
	□
	□

	６
	
	
	
	□
	□

	７
	
	
	
	□
	□

	８
	
	
	
	□
	□

	９
	
	
	
	□
	□

	10
	
	
	
	□
	□

	11
	
	
	
	□
	□

	12
	
	
	
	□
	□

	13
	
	
	
	□
	□

	14
	
	
	
	□
	□

	15
	
	
	
	□
	□

	16
	
	
	
	□
	□

	17
	
	
	
	□
	□

	18
	
	
	
	□
	□

	19
	
	
	
	□
	□

	20
	
	
	
	□
	□

	21
	
	
	
	□
	□

	22
	
	
	
	□
	□

	23
	
	
	
	□
	□

	24
	
	
	
	□
	□

	25
	
	
	
	□
	□

	26
	
	
	
	□
	□

	27
	
	
	
	□
	□

	28
	
	
	
	□
	□

	29
	
	
	
	□
	□

	30
	
	
	
	□
	□


※各個人の自書にてご記入ください。

※国民健康保険又は後期高齢者医療制度の医療費及び介護保険の認定状況・介護保険サービス利用時の費用について市が閲覧することに関し、同意の有無についてチェックを入れてください。

様式第１０号（第２１条関係）
介護予防実践活動実施内容説明書
年　　月　　日　

宮崎市長　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　団体名　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　　　　　　　　　　　　　　㊞

宮崎市グループ支援事業介護予防実践活動支援補助金の交付を受けるにあたって、同要綱第２１条の規定により、次のとおり介護予防実践活動の実施内容を報告します。
	１．介護予防実践活動の名称


	２．この介護予防実践活動を知るきっかけなどについて


	３．活動の具体的な実施内容について


	４．活動によって見込まれる介護予防に資する効果について


	５．補足事項



※必要に応じて資料を添付してください。
様式第１１号（第２２条関係）
宮崎市グループ支援事業介護予防実践活動支援補助金交付決定通知書
　第　　　　　号　

年　　月　　日　

　　　　　　　　　　　　殿

　　　　　　宮崎市長　　　　　　　

年　　月　　日付で交付申請のあった宮崎市グループ支援事業介護予防実践活動支援補助金については、下記のとおり交付することに決定しましたので、同要綱第２２条の規定により通知します。

記

１　補助金の額　　　金　　　　　　　　　　　円
２　補助金の交付の条件

（１）この補助金の使途、その他について不適当と認めたときは、決定の取消、又は交付した補助金の全部又は一部の返還を求めることがある。

（２）その他の条件

様式第１２号（第２４条関係）

宮崎市グループ支援事業介護予防実践活動支援補助金交付決定取消通知書

　第　　　　　号　

年　　月　　日　

　　　　　　　　　　　　殿

　　　　　　宮崎市長　　　　　　　

　　　　年　　月　　日付で交付申請のあった宮崎市グループ支援事業介護予防実践活動支援補助金の交付決定については、これを取消しましたので、同要綱第２４条第２項の規定により通知します。

様式第１３号（第２５条関係）

宮崎市グループ支援事業介護予防実践活動支援補助金実績報告書

年　　月　　日　

　宮崎市長　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　団体名

代表者　　　　　　　　　　　　　㊞　　　　
　　　　年　　月　　日付　　第　　号で交付決定を受けた補助事業を完了したので、同要綱第２５条の規定により報告します。

添付書類

（１）事業実施報告書（様式第１４号）

（２）収支決算（見込）書（様式第１５号）

（３）介護予防グループ名簿兼同意書（様式第１６号）

（４）介護予防グループ出欠簿（様式第１７号）

様式第１４号（第２５条関係）

事業実施報告書
（　　枚目）

	活動日
	時間
	活動種別※1
	内容
	講師氏名※2　
	参加人数

	
	
	
	
	
	人

	
	
	
	
	
	人

	
	
	
	
	
	人

	
	
	
	
	
	人

	
	
	
	
	
	人

	
	
	
	
	
	人

	
	
	
	
	
	人

	
	
	
	
	
	人

	
	
	
	
	
	人

	
	
	
	
	
	人

	
	
	
	
	
	人

	
	
	
	
	
	人

	
	
	
	
	
	人

	
	
	
	
	
	人

	
	
	
	
	
	人

	
	
	
	
	
	人

	
	
	
	
	
	人

	
	
	
	
	
	人

	
	
	
	
	
	人

	
	
	
	
	
	人


※１　活動の種別として、運動・口腔・栄養のいずれかを記入
※２　依頼した講師名を記入
様式第１５号（第２５条関係）
収　支　決　算（見込）書
１　収入の部

	科　目
	金　額
	備　考

	補助金
	
	市補助金

	
	
	

	合　計
	
	


２　支出の部

	科　目
	金　額
	内　訳・備　考

	講師謝金
	
	

	賃借料
	
	

	合計
	
	


様式第１６号（第２５条関係）
介護予防グループ名簿兼同意書
	No.
	氏名
	住所
	生年月日
	同意欄※

	
	
	
	
	する
	しない

	１
	
	
	
	□
	□

	２
	
	
	
	□
	□

	３
	
	
	
	□
	□

	４
	
	
	
	□
	□

	５
	
	
	
	□
	□

	６
	
	
	
	□
	□

	７
	
	
	
	□
	□

	８
	
	
	
	□
	□

	９
	
	
	
	□
	□

	10
	
	
	
	□
	□

	11
	
	
	
	□
	□

	12
	
	
	
	□
	□

	13
	
	
	
	□
	□

	14
	
	
	
	□
	□

	15
	
	
	
	□
	□

	16
	
	
	
	□
	□

	17
	
	
	
	□
	□

	18
	
	
	
	□
	□

	19
	
	
	
	□
	□

	20
	
	
	
	□
	□

	21
	
	
	
	□
	□

	22
	
	
	
	□
	□

	23
	
	
	
	□
	□

	24
	
	
	
	□
	□

	25
	
	
	
	□
	□

	26
	
	
	
	□
	□

	27
	
	
	
	□
	□

	28
	
	
	
	□
	□

	29
	
	
	
	□
	□

	30
	
	
	
	□
	□


※各個人の自書にてご記入ください。

※国民健康保険又は後期高齢者医療制度の医療費及び介護保険の認定状況・介護保険サービス利用時の費用について市が閲覧することに関し、同意の有無についてチェックを入れてください。

様式第１７号（第２５条関係）
介護予防グループ出欠簿　（　　枚目）
	No.
	氏名
	活動日　（※○／○でご記入のうえ、「口腔」又は「栄養」に関する講座を開催した日については、活動日を○で囲んでください。）

	
	
	／
	／
	／
	／
	／
	／
	／
	／
	／
	／
	／
	／
	／
	／
	／
	／
	／
	／
	／
	／

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


様式第１８号（第２６条関係）

宮崎市グループ支援事業介護予防実践活動支援補助金交付確定通知書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　　　号

年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎市長　　　　　　　　　

　　　　年　　月　　日付で報告のありました宮崎市グループ支援事業介護予防実践活動支援補助金については、下記のとおり交付額を確定しましたので同要綱第２６条の規定により通知します。

記

１　交付決定額　　　　金　　　　　　　　　　　円
２　交付確定額　　　　金　　　　　　　　　　　円
